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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

～

管 路 延 長

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 6,100 ㎥／日

　建設部上下水道課において、水道及び下水道の業務を、上下水道課長をはじめ、下水道管理係５名、下水道建設係６名、水道係２名、臨時職員１名の１５名体制で
行っております。
　水道事業は、水道係２名、臨時職員１名の３名体制で行っております。

これまでの主な経営健全化の取組

　平成１７年度から段階的に受水契約水量を実態に近い水量に低減し、受水料金の削減を図っています。
　平成２１年度の清須市と春日町の合併に伴い、上下水道課に組織を統合しました。

　平成２９年度に策定しました、平成２８年度決算「経営比較分析表」を添付しています。
　この経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本市の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経営
の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することができます。

平成22年9月1日

昭和44年5月1日

清須市水道事業経営戦略

事業の現況

　清須市の上水道は、清須市が給水を行っている区域（旧春日地区）と名古屋市上下水道局より給水を受けている区域（旧春日地
区以外の区域）があります。
　住民負担の公平を図ることを目的に、名古屋市上下水道局の料金体系に統一しています。
　水道料金は、用途、口径別の料金体系で、基本料金と従量料金からなっています。
　基本料金は、水の使用量に関係なく、水道を使用する目的や給水管の口径に応じて料金を設定しています。業務目的での使用
や口径が大きくなるほど高くなります。
　従量料金は、水の使用量に応じていただく料金で、使用になればなるほど単価が高くなる逓増方式となっています。

62.87 千ｍ

施 設 利 用 率 45.48

施 設 数

策 定 日 ：

年度

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　　清　須　市

　　清須市水道事業

計 画 期 間 ：

2

2.48

供 用 開 始 年 月 日

　□　表流水　，　　□　ダム　，　　□　伏流水　，　　☑　地下水　，　　☑　受水　，　　□　その他水 源

浄水場設置数

配水池設置数

1

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

計 画 給 水 人 口 8,500

現 在 給 水 人 口 7,898法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用（全部）



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

給水人口の予測

　給水人口の増加傾向にあわせて、平成３３年までは、水需要の増加を見込んでおりますが、その後は、ほぼ横ばいで推移していくと推測されます。

　現状において、水道事業担当職員は、必要最低限の組織体制で運営を行っている状況であるため、現状の組織体制の見直し及び検証が必要です。
　また、水道事業経験者が減少しており、水道事業の安定的運営のために技能・技術などの経験の継承が必要です。

水需要の予測

　水道事業の責務である「安全で安心な良質な水道水の安定供給」を実現するため、水道事業の基本である水道料金の収納と滞納整理を進めるとともに、経営の効率
化や健全化に取り組み、経費削減に努めていきます。

施設の見通し

　清須市の人口は、昭和４５年から平成２７年までの４５年間に７，５７５人増加し、おおむね増加基調で推移しております。
　今後、平成３２年をピークとして、緩やかに減少していくと推計されます。
　清須市が給水を行っている春日地区においては、現在、区画整理事業を２箇所で実施しており、平成３３年までは、増加傾向にあり、その後、ほぼ横ばいで推移して
いくと推測されます。

組織の見通し

　平成２７年３月に策定した、清須市春日地区配水管路等耐震化計画に基づき、重要給水施設への配水管路の耐震化事業を実施しています。

料金収入の見通し

　料金収入については、利用者の節水意識の高まり、節水型機器の普及などにより、水道の使用量は減少傾向にあるものの、給水人口の増加にあわせて、しばらくは
横ばいで推移していくものと思われます。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
・安定した水道水の供給
・投資の平準化

目 標
・経営の基本である水道料金の確保
・資金不足にならないための財政計画の策定

②　収支計画のうち財源についての説明

・清須市春日地区配水管路等耐震化計画に基づき重要給水施設への配水管路の耐震化
・老朽管の計画的な更新
・新規申込み、他工事の支障移設に伴う老朽管の更新

・水道料金の確保と滞納の整理に努める
・有収率の向上により財源を確保する
・県費補助金（国交付金）の有効活用

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

1.営業費用
　①職員給与費
　　　職員給与費は、平成３０年度予算と同額を計上しました。

　②経費
　　　ア　動力費
　　　　　　平成３０年度予算に、最近の決算状況を反映させるため、平成２８年度決算値、平成２９年度決算見込み値及び平成３０年度予算の平均値で計上しました。
　　　イ　修繕費
　　　　　　平成３０年度予算に、最近の決算状況を反映させるため、平成２８年度決算値、平成２９年度決算見込み値及び平成３０年度予算の平均値で計上しました。
　　　ウ　受水費
　　　　　　平成３０年度予算に、最近の決算状況を反映させるため、平成２８年度決算値、平成２９年度決算見込み値及び平成３０年度予算の平均値で計上しました。
　　　エ　その他
　　　　　　備消耗品費、光熱水費、委託料、薬品費、賃借料等は、平成３０年度予算と同額を計上しました。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　毎年度、進捗管理を行うとともに、最低でも中間年に見直しを行い、ＰＤＣＡサイクルを効果的に実施し、本経営戦略の
事後検証、更新等を行うものです。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　策定時点において記述事項はありません。

広 域 化 　清須市の水道の一元化を図るため、水道事業の統廃合に向け、関係機関と協議を行っています。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　策定時点において記述事項はありません。

　平成８年以降、企業債の借り入れを行っておらず、順調に償還ができています。

　策定時点において記述事項はありません。

　策定時点において記述事項はありません。
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

　策定時点において記述事項はありません。

　策定時点において記述事項はありません。

　策定時点において記述事項はありません。

　策定時点において記述事項はありません。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　策定時点において記述事項はありません。

そ の 他 の 取 組 　策定時点において記述事項はありません。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

　策定時点において記述事項はありません。

　策定時点において記述事項はありません。

繰 入 金

　策定時点において記述事項はありません。

　策定時点において記述事項はありません。



グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例
当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均平成28年度全国平均平成28年度全国平均平成28年度全国平均

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表（平成28年度決算）経営比較分析表（平成28年度決算）経営比較分析表（平成28年度決算）経営比較分析表（平成28年度決算）
愛知県　清須市愛知県　清須市愛知県　清須市愛知県　清須市

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 管理者の情報管理者の情報管理者の情報管理者の情報 人口（人）人口（人）人口（人）人口（人） 面積(km面積(km面積(km面積(km
2222)))) 人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km

2222))))

17.35 3,892.68 ■■■■

資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％) 普及率(％)普及率(％)普及率(％)普及率(％) 1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ
3333
当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)現在給水人口(人)現在給水人口(人)現在給水人口(人) 給水区域面積(km給水区域面積(km給水区域面積(km給水区域面積(km

2222)))) 給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km
2222))))

法適用 水道事業 末端給水事業 A8 非設置 67,538

－－－－

- 76.60 99.84 2,381 7,898 4.01 1,969.58 【】【】【】【】

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について

　経営の健全化を示す①「経常収支比率」について
は、単年度の収支が常に１００％を超える黒字経営を
継続している。
　営業活動により生じた赤字を示す②「累積欠損金比
率」についても０％で推移し、安定的な経営を継続し
ている。
　１年以内に支払う債務に対する現金の保有率を示す
③「流動比率」についても類似団体及び全国平均値を
上回る比率を有している。
　企業債の残高を示す④「企業債残高対給水収益比
率」については、平成８年以降、企業債の借り入れを
行っておらず、順調に償還ができている。
　給水に係る経費が、給水収益で賄えているかを示す
⑤「料金回収率」については、経費の全てを収益で賄
えており適切な料金水準と言える。
　有収水量１㎥あたりの経費の占める割合を示す⑥
「給水原価」については、投資の効率化や維持管理の
適正化等、経営努力により、類似団体及び全国平均値
を下回る給水原価を維持できている。
　施設の利用状況や適正規模を判断する⑦「施設利用
率」については、元々の配水能力が高い施設であり、
給水区域内の人口変動や季節利用量によっても大きく
左右されるが、給水区域内に配水施設が１箇所しか無
く、類似団体及び全国平均値を下回る利用率であるた
め、今後、施設規模について検討していく必要がある
と考える。
　また、この結果は、⑧「有収率」にも示されてお
り、供給した水は１００％に限りなく近い有収率で収
益（水道料金）として回収できていると言える。

「経常損益」「経常損益」「経常損益」「経常損益」 「累積欠損」「累積欠損」「累積欠損」「累積欠損」 「支払能力」「支払能力」「支払能力」「支払能力」 「債務残高」「債務残高」「債務残高」「債務残高」

2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について

　グラフが示すとおり、所有資産の老朽化が深刻で
あり、①「有形固定資産減価償却率」②「管路経年
化率」とも類似団体及び全国平均値より悪い状況で
ある。
　これらは、経営の安定を優先的に考え、投資を極
力抑えた結果によるものである。
　③「管路更新率」については、平成２８年度より
「清須市春日地区配水管路等耐震化計画」に基づ
き、愛知県生活衛生課所管の生活基盤施設耐震化等
補助金を活用した配水管路網の耐震化事業に着手し
ており、これらの進捗を反映して改善されている。

「料金水準の適切性」「料金水準の適切性」「料金水準の適切性」「料金水準の適切性」 「費用の効率性」「費用の効率性」「費用の効率性」「費用の効率性」 「施設の効率性」「施設の効率性」「施設の効率性」「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」「供給した配水量の効率性」「供給した配水量の効率性」「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況

全体総括全体総括全体総括全体総括

　単年度の収支は黒字を継続しており、経営自体
は、「健全で無駄の無い経営」となっているが、投
資とのバランスを大きく欠き、保有資産の老朽化が
深刻な状況となっているため、今後、更新事業等の
投資的支出が増大していくと考える。
　更新事業の増加は、経営の健全性・効率性に関与
する収益勘定に与える影響も少なくなく、経営は次
第に悪化していくと予想されることから、経営戦略
を策定（平成30年）し、新たな企業債の借入、一般
会計からの繰入、近隣事業体との事業統合、広域化
の推進を視野に入れた経営の健全化を進めていく必
要がある。

「施設全体の減価償却の状況」「施設全体の減価償却の状況」「施設全体の減価償却の状況」「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」「管路の経年化の状況」「管路の経年化の状況」「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」「管路の更新投資の実施状況」「管路の更新投資の実施状況」「管路の更新投資の実施状況」
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800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 1,150.33 1,305.49 1,892.24 509.27 446.86

平均値 1,002.64 1,164.51 434.72 416.14 371.89

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 283.66 260.18 237.11 230.17 202.18

平均値 520.30 498.27 495.76 487.22 483.11

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 107.96 111.96 121.55 119.71 112.06

平均値 90.69 90.64 93.66 92.76 93.28

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 175.44 169.65 156.77 154.93 165.30

平均値 211.08 213.52 208.21 208.67 208.29

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 46.86 46.95 46.65 45.43 45.48

平均値 49.69 49.77 49.22 49.08 49.32

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 97.16 97.56 98.40 96.55 98.25

平均値 80.01 79.98 79.48 79.30 79.34

②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率((((％％％％)))) ③流動比率③流動比率③流動比率③流動比率((((％％％％)))) ④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率((((％％％％))))

⑤料金回収率⑤料金回収率⑤料金回収率⑤料金回収率((((％％％％)))) ⑥給水原価⑥給水原価⑥給水原価⑥給水原価((((円円円円)))) ⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率((((％％％％)))) ⑧有収率⑧有収率⑧有収率⑧有収率((((％％％％))))

①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率((((％％％％)))) ②管路経年化率②管路経年化率②管路経年化率②管路経年化率((((％％％％)))) ③管路更新率③管路更新率③管路更新率③管路更新率((((％％％％))))

【114.35】 【0.79】 【262.87】 【270.87】

【90.22】【59.94】【163.27】【105.59】

【47.91】 【15.00】 【0.76】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成２８年度 平成２９年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 186,316 185,170 195,354 185,093 185,093 185,093 185,093 185,093 185,093 185,093 185,093 185,093
(1) 184,282 181,828 184,292 182,569 182,569 182,569 182,569 182,569 182,569 182,569 182,569 182,569
(2) (B) 531 2,235 9,490 1,273 1,273 1,273 1,273 1,273 1,273 1,273 1,273 1,273
(3) 1,503 1,107 1,572 1,251 1,251 1,251 1,251 1,251 1,251 1,251 1,251 1,251

２． 20,771 20,885 20,357 20,357 20,357 20,357 20,357 20,357 20,357 20,357 20,357 20,357
(1) 120

120

(2) 20,426 20,852 20,146 20,146 20,146 20,146 20,146 20,146 20,146 20,146 20,146 20,146
(3) 225 33 211 211 211 211 211 211 211 211 211 211

(C) 207,087 206,055 215,711 205,450 205,450 205,450 205,450 205,450 205,450 205,450 205,450 205,450
１． 170,460 162,761 174,987 173,545 173,545 173,545 173,545 173,545 173,545 173,545 173,545 173,545
(1) 12,405 12,318 12,446 12,446 12,446 12,446 12,446 12,446 12,446 12,446 12,446 12,446

4,784 4,811 4,827 4,827 4,827 4,827 4,827 4,827 4,827 4,827 4,827 4,827

7,621 7,507 7,619 7,619 7,619 7,619 7,619 7,619 7,619 7,619 7,619 7,619
(2) 104,977 96,653 110,316 108,874 108,874 108,874 108,874 108,874 108,874 108,874 108,874 108,874

5,487 6,010 6,720 6,072 6,072 6,072 6,072 6,072 6,072 6,072 6,072 6,072
8,893 6,092 7,173 7,386 7,386 7,386 7,386 7,386 7,386 7,386 7,386 7,386

63,046 63,481 64,774 63,767 63,767 63,767 63,767 63,767 63,767 63,767 63,767 63,767
27,551 21,070 31,649 31,649 31,649 31,649 31,649 31,649 31,649 31,649 31,649 31,649

(3) 53,078 53,790 52,225 52,225 52,225 52,225 52,225 52,225 52,225 52,225 52,225 52,225
２． 14,937 13,243 11,483 9,657 7,761 5,792 3,833 2,125 816 271
(1) 14,937 13,243 11,483 9,657 7,761 5,792 3,833 2,125 816 271
(2)

(D) 185,397 176,004 186,470 183,202 181,306 179,337 177,378 175,670 174,361 173,816 173,545 173,545
(E) 21,690 30,051 29,241 22,248 24,144 26,113 28,072 29,780 31,089 31,634 31,905 31,905
(F)
(G) 1,370
(H) △ 1,370

20,320 30,051 29,241 22,248 24,144 26,113 28,072 29,780 31,089 31,634 31,905 31,905
(I) 6,970 7,290 7,130 7,130 7,130 7,130 7,130 7,130 7,130 7,130 7,130 7,130
(J) 249,943 249,208 260,635 260,635 260,635 260,635 260,635 260,635 260,635 260,635 260,635 260,635

32,831 31,026 31,906 31,906 31,906 31,906 31,906 31,906 31,906 31,906 31,906 31,906
(K) 55,933 81,734 81,934 83,830 85,799 78,790 74,491 47,836 42,697 31,250 31,250 31,250

47,099 48,948 50,684 52,580 54,549 47,540 43,241 16,586 11,447

7,585 31,536 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 185,785 182,935 185,864 183,820 183,820 183,820 183,820 183,820 183,820 183,820 183,820 183,820

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

平成３１年度 平成３６年度 平成３７年度 平成３８年度 平成３９年度平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用
支 払 利 息

動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

受 水 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

×100 ）

平成３０年度

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 平成２８年度 平成２９年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

１．

２．

３．

４．

５．

６． 5,149 5,716 6,650 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

７．

８． 23,358 16,998 35,446 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

９．

(A) 28,507 22,714 42,096 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000

(B)

(C) 28,507 22,714 42,096 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000

１． 78,231 89,978 91,933 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

9,589 5,619 6,171 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500

２． 45,404 47,099 48,948 50,684 52,580 54,549 47,540 43,241 16,586 11,447

３．

４．

５． 382 1 424 493 519 519 519 519 519 519 519

(D) 123,635 137,459 140,882 131,108 133,073 135,068 128,059 123,760 97,105 91,966 80,519 80,519

(E) 95,128 114,745 98,786 104,108 106,073 108,068 101,059 96,760 70,105 64,966 53,519 53,519

１． 43,887 65,422 73,685 81,108 84,073 86,068 79,059 74,760 48,105 42,966 31,519 31,519

２． 49,725 45,994 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

３．

４． 1,516 3,329 5,101 3,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(F) 95,128 114,745 98,786 104,108 106,073 108,068 101,059 96,760 70,105 64,966 53,519 53,519

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成２８年度 平成２９年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

平成３９年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度

計

そ の 他

平成３６年度 平成３７年度 平成３８年度

他 会 計 負 担 金

平成３０年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成３８年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

平成３９年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度 平成３７年度平成３１年度平成３０年度


